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計画と市場
ーボラニイとガルプレイスー一
木村雄二郎
現代の資本主義における経済計画化の問題が，なかんずく市場と計画の問題
を中心としてとりあつかわれてきたことは周知のとおりである。とくに第二次
大戦後，西欧諸国をはじめとして多くの資本主義国に経済計画が登場したこ
と，また近年社会主義諸国において自由市場を導入する傾向が強まったこと
は，この問題に関する議論を活溌化させた。市場と計画についてのもっとも極
端な議論の一つは，市場の優位に関する主張をそのまま計画化の否定にむすび
つけるものであり，他はいうまでもなく計画化の肯定すなわち市場の否定とし
て展開するものである。こうした議論は前者が資本主義を，後者が社会主義を
肯定するそれぞれの立場から，互いに否定しあうものとしては，古くから登場
していたものであるが，この両者に共通な，市場と計画を相互に相容れない概
念としてとらえる発想は，今日においても装いをかえて現われている。以下に
みる G.ポラニイや J.K. ガルプレイスの見解も，結局はこうした議論に帰
するであろう。
ー
ポラニイはその著『イギリスの経済計画， 1960年代の経験』1) の中で，今世
紀における経済計画化の傾向を，市場との関連で三つの段階に分けている。第
1) George Polanyi, Planning in Britain, The Experience of the 1960s, 1967. なお
以下，原著からの引用ページは本文中に記す。
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1段階は1918年から1921年にいたる時期で，ソ連では計画化のために市場が拒
否された段階。第2段階は1928年に始まるソ連の 5カ年計画の時期で，計画と
市場とが混在していた段階。第3段階は1946年のフランスから1960年代初めイ
ギリスにつたわった「指示的計画」と，ソ連・東欧においてヨリ自由な市場が
とりいれられた時期，である。
かれによれば，第 1段階のソ連の計画は，確信にみちたマルクス主義の忠実
な具体化であったという。資源は国家の手によって必要に応じて各人に配分さ
れ，市場機構は一貨幣も一廃止され，そして最高計画会議のもとでの中央集権
的統制がおこなわれた，しかし結果は悲惨な経済的混乱と生産力の低下をもた
らしただけであった。 「この最大の理由は」とポラニイはいう，「中央決定によ
る配分体制が，最終需要とそしてこの需要をみたすのに必要とされる中間生産
物についての，有効な均衡を提供することができなかったという事実に帰せら
れる。」 (p.90)つまりは資源の合理的な配分が中央計画によっておこなわれえな
かったからだ，というのである。そしてさらにかれはシュピロフの言葉を引用
しつつ，「違法の闇市」が全経済的な崩壊を妨いだ主たる要因であった，とま
で極論する。かれはこの期が，戦時共産主義という特殊な時期であったことに
ついてはふれないが，ワイルズもいうように，この時期の計画体制がこの時期
の「臨時の必要」によるものでなかったことは事実であろう 2)。そしてポラニ
イはこうした中央決定による資源配分の失敗と，これにつぐ1921年における市
場の復帰=NEPの登場とその成功とが，ミーゼスの社会主義における経済計
算不可能論を生み，さらに西欧の社会主義者，ジェイ，ダービン，ランゲ等に
よる社会主義社会においても市場機構が用いられねばならないとする議論を生
んだのだ，という。
次いで，第 2段階について，かれはソ連における計画の復帰=5カ年計画の
2) P. J. D. Wiles, The Political Economy of Communism, 1967. 堀江忠男訳『社会
主義の政治経済学」 40ペー ジ。
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実施が，果して「計画化」の名に値するものであったか，そしてまた計画化と
はいったい何を意味するものであったのか，という問題を再び提起した時期だ
という。価格機構が経済決定の単一の基準を提供したわけではないが，消費者
がその貨幣を自由に支出し，企業管理者が価格機構にしたがうことを許され
ていたのだから， ソ連の計画経済は「国家計画によってカムフラージュされ
た市場志向の体制であった」「本来の言葉通りの意味では，中央当局による資
源配分は少しも計画化されていなかった。」 (pp.91-92)経済各部門における成長
は，中央計画によってではなく，不完全なものであったとはいえその市場機構
の機能によって実現されたとのべ，そして「人はいかなる意味で計画化が存在
したと主張できるのか」と問うのである。たしかにかれのいうように，この期
のソ連は計画と市場との混合物であり，消費者市場，労働市場が， NEP以降
復帰した貨幣とともに生き残り，他方ではコルホーズや独立採算制にもとづく
企業が存在した。しかし消費選択の自由があるとはいえ消費者主権は認められ
ず，職業選択の自由があるとはいえ職業別賃金格差が設定され，企業に責任の
分権化があっても独立で決定しうる権限はきわめて小さかった，など市場機構
としての機能は制限されていた，にもかかわらず，不完全なものであったとは
いえ市場が存在したから，めざましい発展ができたとのべ，さらにこの市場に
おける恣意的な統制や制限こそが，市場の効率を悪化させ，やがてソ連の発展
にゆきずまりを招いたのだ，と主張する。だが， この期におけるソ連の発展
が，表面的には計画化ーとくに重工業に対する投資計画ーによるものであると
いう観念が，恐慌と失業に悩む資本主義国におよぼした影響は大きく，一方で
は計画の導入を要望する理論を，また他方ではケインズの理論を生み出す契機
になったとのべている。
第3段階は，したがって社会主義国における市場の拡張と資本主義国におけ
る計画化への接近によって特徴づけられた。ここでかれの批判は当然「指示的
計画」にむけられる。「その窮極的な論理的基礎は，市場機構による資源配分
を中央決定によるそれに置き換えることを必要とするものであるにもかかわら
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ず，このことは自由企業が依然として活動しつづけており，またやり方によっ
ては一種の市場調査にすぎないのだ，という主張によってかくされる傾向があ
る。これは理論の上でも，また計画を強制する手段をほとんどもっていないと
いう点においても，計画に対する信念と自由市場に対する信念との間の一種の
妥協が見出されるし，またこの二つの方法を同時に求めることができないとい
う事実をぼかそうとする欲求も見出すことができる。計画の半強制という考え
は，資源配分の見えざる手に対する代替物としての計画化の効果に対する半信
にみあうものである。」 (p,86)すなわちかれによれば計画化とはもともと資源配
分に関する市場の機能を中央決定におきかえることなのに，指示的計画はこの
点をあいまいにした上で，計画と市場とが並列的に存在しうるかのように考え
ている。いずれこのジレンマは二者択ーをせまるであろうが， その時人は市
場による資源配分よりも，中央当局によるそれの方が合理的であるという基準
を理論的に証明しなければならない，しかし，今日そのような理論は存在しな
いとのべ，さらにかれはフランスに例をとり，この「勧告と説得」による計画
が目標通りに実現されなかったのは，そもそもからそれら目標が「弾力的」な
ものだったからだと弁明されていることについて，これはもともとわれわれが
不可能であると知っている事柄ーすなわち資源配分について正しいパターンを
中央で確立することーをやろうとする願望への執着と，理論的にも実践的に
も計画化に対して抱いている嫌悪とを調和させようとするジレンマからくるの
だ，と主張している。 (p.100) 
以上ポラニイの説を簡単に紹介したが，要するに，かれの主張するところ
は，本来的な意味での計画化は中央集権的計画化であるが，これが正当化され
るためには理論的に，市場機構より資源配分に関して合理的であるということ
が証明されなければならないという。しかし，現在までのところ計画理論はそ
れを提示することができないし，計画化の現実の歴史も計画の恣意性を示すも
のであったし，またその衰退と市場経済の優位を立証するものであった，こう
いう状況の中での資本主義における「指示的計画」のへの傾向は，それ自身，
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計画化に対する願望と不信との間にあるジレンマの産物であり，その有効性は
うたがわしいどころか，きわめて危険なものである，したがってわれわれので
きることは「この無駄な実験の誘惑にまどわされることなく，我々の競争市場
経済をさらに効率的にするための有効な政策を再び探し求めることである」
(p.116)と結論する。
このポラニイの議論についてはいくつかの問題が指摘されよう。まず第 1
に，社会主義における市場の問題であるが，かれの指摘するように，ソ連にお
いて集権化から分権化へ，分権化から集権化へ，さらに集権化から分権化へと
いった流れがあったこと，そしてそれに対応して市場機構が拡大され，縮少さ
れ，また拡大されていったことは事実である。しかしその理由が，単に中央集
権による中央計画化は不合理であった，ということのみに帰せられるべきでは
ない。基本的には生産力の発展に照応して古い生産関係を脱ぎすててゆく姿と
解釈されねばならない。今日の市場の拡大も，これまでの中央集権的計画経済の
機構が，高度に発展した生産力に照合しなくなったことによるものであるとい
えよう。といってこの分権化と市場の拡大が，おそらくはポラニイが想定する
であろうような，市場経済体制への全面的復帰をもたらすことを意味するもの
ではない。社会主義における生産関係の変化は，いわば生産手段の管理権を国
家が徐々に企業と労働者に移譲するという形でおこなわれるであろうが，市場
の拡大ないし分権化の拡大もこの観点から眺められねばならない。そしてこの
傾向は今後もますます拡大されてゆくものと想定されるが，同時にその分野は
国民経済全体の見地からして市場機構の採用を必要とするものにかぎられるで
あろうし，その意味ではこの市場の拡大も中央計画体制の中でのそれと考えら
れなければならない。生産手段の所有を前提とする社会主義においては，まさ
にこの市場機構によっては解決されない分野においてこそ強力な計画化ないし
集権化を最高度に利用する基礎が与えられているのであり，とくに市場機構の
事後的調整に対してもつその事前的調整の利点は，計画化技術の進展とともに
この分野においてますますその効果を発揮してゆくであろうし，他方，このこ
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とを通じて中央計画体制と市場の結合は調和のとれたものとして展開してゆく
であろう。またポラニイのいうように，中央計画から恣意的要素を完全に排除
することは困難であろうが，今日までの歴史がそうであったように，これもお
そらくは試行錯誤の過程の中で解決されてゆくであろうし，同時にかれのいう
資源配分の合理的基準も，その時々の時代的要請に応じて提示されうる可能性
もあると思われる。
この点は，現代の資本主義においても逆の意味においてあてはまるであろ
う。いうまでもなく資本主義における計画化への端緒は， 1930年代の大恐慌時
における国家の経済的介入に求められるが，現実に登場してくるのは少しのち
第二次大戦後のことである。しかし，その形態は決して中央の指令による計画
ではなく，「指示的計画」ないし「誘導的計画」と呼ばれるものであった。そ
の計画の性格についてはともかくとして，大恐慌が資本主義に与えた衝撃は，
まさにその生産力に資本主義的生産関係が対応しえなくなったのではないかと
いう恐怖であった。そしてその故にこそ資本主義の自動調節力の衰退を確認
し，国家介入を要請することとなったのである。戦争経済を経過し，戦後復興
を迫られた各国， とくにフランスとイギリスは産業国有化をおし進め，国家
の介入に対する物質的基礎を確保することに努め，なかんずくフランスではい
ち早く経済計画が正式に採用された。自動調節力，つまりは市場機構の有効性
に対する不信が「計画化」の傾向を生んだことは事実である。しかし，ポラニ
イの理論を支える柱はまさにこの調節力に対する確信にある。「その機構の不
完全さがどうあろうと•…••自動調節機構によって，個人的市場組織が利用可能
な限られた経済的資源から国富の極大成長を獲得するという課題に未曽有の成
功を納めたことは歴史的に重要な事実である。」 (p.78)「それ故に計画化権力の
存在は市場経済内部での資源配分に，選択的調整のための恣意的な好みを強い
る・・い・・危険がある。」 (p,111)つまり，かれにあっては市場機構の配分機能を脅か
すものは一切排除されなければならないことになる。それはたとえ「指示的計
画」であっても同じであった。しかし，産業社会の発展が社会主義において集
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権的に解決できぬ問題を生んだのと同様，資本主義においても市場機構によっ
て解決しえぬ問題を生んだのである。かれはこれらの問題にふれることはない
が，おそらくは計画的調整によることなく，解決されうることを自明としたの
であろう。今日の「指示的計画」の第 1の任務が，この市場機構の介入しえな
い分野に，あるいはそれの本来的な欠陥を補足する点に向けられているという
こと，さらにはその点を越えて進まざるをえない段階が目前にせまっているこ
とを，かれは認識しようとはしないのである。
?
ポラニイのような自由主義的立場に立って，計画化を否定し市場を擁護する
議論に対し，資本主義の計画化の問題を，市場の否定の上にいわばその頂点に
まで押し上げたのは， J.K. ガルプレイスである。かれの著書「新しい産業国
家』s) の中心をなすのは，現代の産業社会は，大企業体制によって「計画化」
されているということである。
かれが市場に代えて計画化を登場させるにはいくつかの理由があげられてい
るが，要するに，市場はもはや大企業にとっては昔日の役割を果しえなくなっ
た，ということである。技術的進歩の結果，生産期間の長期化と資本の増加が
生じたこと，専門家・技術者のような特殊な労働者や，特別の設備や材料が必
要になったこと，などのために大企業は自らの将来の需給について市場をあて
にできなくなるし，またそれに従属することは危険となる，となれば大企業は
自らを計画化するとともに，大企業相互の結合によって大企業体制をひき，経
済を計画化することによって，市場に置きかえねばならない， 「高度の技術と
多量の資本の使用は，市場の需要の干満に従属的であることはできない。そこ
に計画が必要とされる。大衆の行動を予見できるようにするということ，つま
3) John Kenneth Galbraith, The New Industrial State, 1967. 都留重人監訳「新し
い産業国家」以下邦訳からの引用ページは本文に記す。
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りそれが統制にしたがいうるようにすることは計画化の本質なのだ。」 (p.361)今
日の資本主義にとって自由競争市場は過去のものであり，価格や販売数量も大
企業によって規制されている。大企業は，国家によって補完されつつ，その垂
直的統合，価格や消費需要の統制，ならびに企業間の契約による市場の不確実
性の相互的吸収などを通じて，市場を「止揚し」「統制し」「機能を停止」 (p.41) 
せしめている，つまり大企業体制による「計画化」がおこなわれており，した
がって現代社会を支配する原理はもはや市場ではなくて計画であるという。か
れによれば，大企業の計画化は，その集合としての大企業体制による経済の計
画的管理となって現われ，それを補完する国家の政策とあわせて，現代社会を
一つの計画経済に転化してしまう，というのである。ここでは明らかに「計画
化」概念の拡張がみられるがこの点については後にのべる。
かれはさらに，こうした「計画化」は当然従来の企業経営に異なった形態を
与えるといい，大企業の意思決定，つまりは計画化の担い手として，かれ独
特の概念「テクノストラクチュア」をもってくる。これはいわゆる「経営者革
命」＝所有と経営の分離に関する見解をさらに押し進めたものである。テクノ
ストラクチュアとは大企業の意思決定に参与し，それに必要な情報を提供する
という役割を演じている人々をその構成員とする集団であり「その範囲は法人
企業の大部分の上級職員から始まり，その外縁では命令や日常業務に多かれ
少なかれ機械的にしたがう事務員および筋肉労働者のところまで拡がってい
る」 (p,90)のである。これはもはや単なる 「経営者」ではない。まずかれはテ
クノストラクチュアの構成員という形で，最高の位置にあるいわゆる経営者と
ホワイトカラーに属する専門家・技術者・販売管理者・肉体労働者までも，ひ
としくテクノストラクチュアという集団にまとめていることは，資本主義にお
ける階級的視点をまったく無視してしまうことであり，そこではいわゆる企業
内での各階層間の利害の問題は解消されてしまっている。事実，後の方でかれ
は労働組合もまた産業体制の補完物に転化させてしまうのである。第2に今日
では，かれのいう通り大企業において企業の各構成員がそれぞれの分野におい
198 
計画と市場（木村） 729 
て意思決定にあずかっていることは事実であるが，あくまでそれは情報の提供
や分析や立案の権限が下部に移譲されているという意味においてであり，決し
てかれらが大企業における意思決定の権力を「経営者」とともに平等に分担し
ているわけではない。「企業の基本的な意思決定の力が，民主的なルールによ
るチェックの機構を欠いたごく少数の（ときにはただ 1人の）トップ・マネー
ジメントに集中しているという事実を軽視している」4) のである。第 3にかれ
は，いわゆる経営者革命を当然のこととしてうけとり，いっそう拡大してしま
ったのだが，この経営者革命論については P.スイージーやV.パーロなどに
よってすでに指摘されたように，株式所有者のうちの極く少数の大株主とその
家族が，金融・産業活動の中心におり，平常はあるいは目立たない存在であっ
たとしても，いざという時にはその所有にもとずく支配力を主張する存在なの
である。
さて，ガルプレイスはつづいて，このテクノストラクチュアの構成員を動か
す「刺激的誘因」は，今日の豊かな社会の中で高い所得を手に入れているかれ
らにとって，金銭的なものであるよりは，むしろ企業の目標に対する自分の目
標の「共鳴」「適合」，つまり企業の目標＝自分の目標にもとずいて活動すると
いう。まさにこのようにして企業と一体化したテクノストラクチュアによって
大企業の「計画化」と，ひいては大企業体制の「計画化」が進行してゆく。テ
クノストラクチュアが共鳴し適合する企業目標とはな！こか，それはもはやl日来
の利潤極大化であるよりも，むしろ企業の「生存」を確保すること，つまり「株
主に従来通りの配当金を支払い，再投資のための留保をふくむ最低限の収益を
確実にうることにより権力の基礎である自主性を維持する」 (p.198) ことであ
り，第2に生存を確保した上で「企業の成長」を企図することにおかれるとい
う。かれはこの企業の成長という私的目標をそのまま「経済成長」という社会
的に合意を認められる目標におきかえることによって，テクノストラクチュア
4)正村公宏， 『現代経済政策の検討」 148ペー ジ。
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の各構成員は，企業の目標を実現することが社会の目標を果すことになると
いう自覚にもとずいて「共鳴」 し「適合」するという。ここでは私益＝公益
の公式を，テクノストラクチュアの目標ー企業の目標＝社会的目標という公式
に代置することによって，大企業の目標を一般化し合理化しているのである。
かれはいう，「社会的目標は実はテクノストラクチュアの目標に由来している
にもかかわらず，それ自体がそもそも社会的意義をもっているかのように信じ
られる。したがって企業の一般社員，とくにテクノストラクチュアの構成員は，
企業が社会の目的に奉任しているから企業に共鳴しているのだけれども，実際
には企業は彼ら自身の目標に奉仕しているのである」 (p.193)と。とすれば，
そのためにとられる企業の行動はそして計画化は，テクノストラクチュアーそ
の構成員がおそらくは人口の相当数を占めるであろうことに注意ーに発するも
のであり，またひいては大企業の集合である大企業体制の行動はそして計画化
もまたかれらに発するものということになる。今日の大企業や大企業が相互に
とる行動が，なんと多くの人の責任に分割されていることか。それはともかく，
企業の目標について少し検討してみよう。企業にとっては生存を確保するため
の収益水準と「必要な投資資金を確保しうる範囲内での極大成長率」が第一義
的な目標であるとされるが，果してそうであろうか。たしかに，生存と成長が
企業にとって何にもまして第一の要件であることはいかなる時代にとっても真
理であることには間違いなかろうが，しかし，利潤極大化の目標が影をひそめ
たわけではない。かれによれば，利潤極大化の原則は競争市場が支配している
状態のもとでの選択の余地なき唯一の目標であった，しかし市場は逆に支配さ
れており，テクノストラクチュアの構成員に利潤が帰さないとすれば，かれら
は株主の金銭的利益に従属することを選ばない，というのである。現在でも市
場が存在し，競争が変貌した形でおこなわれている状況を問わないとしても，
大企業体制のもとで，つまり大企業が価格と数量を規制しうるこの段階での成
長を目標とすることは，ガルプレイスも認めているように「投資に必要な水準
を越えて配当率を次第に高めてゆくことを可能にするほどの収益率も，普通テ
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クノストラクチュアの目標とな」 (p.205)らざるをえないであろう。ただしこの
場合，先にのべたようにテクノストラクチュアの構成員の階層すぺてがそうな
のではない。単なる構成員と資本の管理者として行動する経営者との間には目
標に違いのあることは当然であり「後者には利潤動機が依然として君臨する。
……ただし，利潤の極大化の実現そのものは現代の企業体制のもとで，種々の
面から制約をうけるであろう。たとえば企業そのものが永続的に生き残り，
成長してゆくことを第一義的目的とする以上，短期的な利潤増殖は副次的なも
のとみなされる」5) 場合もあるであろうが，利潤極大化の動機が資本主義の規
定的目的であることは変わらない法則である。かれは現実の一面を誇張し一般
化しているといえよう。
ついでガルプレイスによればテクノストラクチュアの目標＝企業の目標一社
会的目標という論理によって，大企業はさらに国家をも巻きこむのである。「事
実大企業体制は国家と不可分に結びついている。いくつかの注目すべき点で，
成熟した法人企業は国家の一翼をなしている。そしてそのいくつかの重要な事
項に関して，国家は大企業体制の道具である。」 (pp.338-339)そして国家の役割の
第一としてあげているのは，総需要規制である。貧しい社会では消費関数は安
定しているが，大企業体制のもとにあっては，一方で個人的貯蓄が増加し，他
方でテクノストラクチュアにおける貯蓄を高水準に維持したいという刺激があ
る。市場機構のない現代社会にあっては，貯蓄増加はたちまち産出量と雇用に
影響をおよぼす。「同じ進歩した技術と資本の高度な利用が，一方では産業の
計画の必要をせまり，他方では総需要の低下に対して産業会社の立場を弱くし
ている。」 (p.258)したがって総需要の規制が体質的に必要であり，国家は財政・
金融政策，とくに公共投資によってこれをおこなうが，なかでも効果のあるの
は軍事支出であるという，「それは先進的な技術の分野で巨大な資本投資を要
する長期の契約を与える。そこでは価格が変動する危険がない。国防省が必要
5)宮崎義一他著「現代資本主義」 77ページ
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とするものについてのいかなる変更……についても十分な保護がある。契約が
取り消される場合には，企業はそれが行った投資について保護されている。他
のいかなる生産物についても， これほどの確信をもって計画できるものはな
い。計画化が不可避であるとすれば，その計画化をうまくできる環境に魅力が
あるのは当然である。•…••このことがテクノストラクチュアをして，軍部の目
標に共鳴させ，しばしばそれが最も緊密に奉仕する陸軍あるいは空軍といった
特定部門の特殊な目標に共鳴させるのだ…•••テクノストラクチュアの構成員は
軍幹部と同じようにこれらの目標を自らのものとするようになる」(pp.310-311)と
かれはいう。
この大企業と軍部との結びつきは，まさに「新産業国家」＝「軍産依存体制」
を示すものであるが，この点はともかくとして，かれほど，あからさまに企業
と軍部との結合を承認し，しかも資本の論理や「ひとにぎりの人々」の意思に
よってではなく，テクノストラクチュアの「共鳴」という形で展開したもの
ははじめてであろう。とすれば，テクノストラクチュアとはまさに大企業の目
標を実現させるためにはいかなるものとも結びつきうる，始末の悪い企業内
官僚として「計画化」の担い手となり， また共鳴を通じての国家官僚との結
びつきは，両者の区別さえもあいまいにしてしまうのである。ガルプレイス
は国家が大企業体制を補完する形態として総需要調整のほかに， インフレを
抑制するためにとられる賃金・物価の統制，技術の発展を維持し奨励するこ
と，などをあげているが，ともかくもこのようにして「最低価格が企業によっ
て設定され，個々の製品についての需要が企業によって管理され，賃金および
価格の最高水準が国家によって設定されることにより，大企業体制の計画機構
は効果的な完成をみるにいたる」 (p.206)のである。こうなれば， もはや大企業
と国家との境界線ははっきりしなくなるとともに，大企業体制と国家とによっ
て完成されたこの「計画機構」の内部でのいかなる異端的存在も許されなくな
る。労働組合もいまやこの体制の単なる補完物と化してしまうのであり，いや
それどころかこの集権主義的一枚岩の完成はガルプレイスにとっても厄介な問
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題を提起する。つまり，国家の果すべき役割は決して大企業体制の補完だけで
なく，たとえば貧困の解消，一般的保険サービス，都市の再開発，生活環境の
整備など，「審美的次元」に属する社会的目標をもっているが，これらの目標は
大企業の目標に共鳴するテクノストラクチュアにとっては，何の利益も見出せ
ず，したがって共鳴しえない目標として無視される傾向がある，しかし，計画
機構のもつ集権主義の中で個人の従属化が進行している時，この「計画化の空
隙」を埋めることは，「人間解放」の問題であるという。そしてこのためには，
何よりもテクノストラクチュアにおける意識の改造が必要であり，教育がその
役割を果すべきである，と主張される。
以上がガルプレイス『新しい産業国家』の概略であるが，その中心概念はか
れ独特の「計画化」である。現代の大企業はもはや市場依存から脱却してお
り，テクノストラクチュアをその根幹とする大企業体制の計画化が国家をその
補完者として，すみずみまで管理しているところの計画経済体制へと現代社会
を変貌せしめたという。ここでは「市場」は「計画」によって置きかえられて
いる。ガルプレイスはこうした計画経済体制を社会主義と比較し両体制の収敏
を主張する。「アメリカおよびソヴィエトの現実は両者ともに巨大な産業国家
であるという点にある。経済運営面での両体制間の相違がそれほど大きいと
はいえそうにもない。両体制とも工業化という至上命令に従わねばならない。
これはいずれの体制にとっても計画化を意味する。計画化の対象外になる個人
を扱うのに両者はそれぞれにちがった手法を使うが，計画化はどのような場合
でも市場メカニズムの方を従属的に取扱って，価格や個人の行動を統制するこ
との方を優先することを意味する。明らかに両国とも産業機構の目標に役立つ
事柄への信心を助長するものであって，経済面での趨勢からいえば，そこには
和解不可能な著しい相違があるというよりは，相互に収敏する傾向をもつとみ
るべきであろう」 (p.375)という。この収敵論にはまず明らかに「計画化」概念
の拡張がある。たしかに大企業内部での管理運営の組織化，計画化があり，大
企業間にもトラストやカルテルなどの組織化，計画化がすすんでいる。たしか
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にその体制がいかに精密なものであろうとも，あくまで私企業ないし私企業集
団による私的管理の問題であるにすぎず，決して国民経済的な規模での体制的
計画化とは本質的に異なっている。現代社会が大企業によって支配され，国家
がそれに従属されていようとも，現代の資本主義が私的企業体制であるかぎり，
全体的計画化は存在しえないのである。・かれは「ミクロの段階での個々の企業
や企業の集団の内部における計画と，マクロの段階での国民経済における計画
化の同一視」6) をおこなっている。明らかにかれは「一企業が私的部門の自分
の市場において決定しうる範囲を，はなはだしく誇張している。」7)両者はま
った＜次元を異にするものである。しかし現代資本主義において市場が計画に
よって置き換えられたという事実は存在しないのである。もちろん過去の自由
競争市場とは著しい変貌をとげているとはいえ，依然として大企業は市場を媒
介として消費者と相対しており，競争もまた，一方において競争制限的傾向を
ふくみながら，他方ではむしろその計画化のゆえ1ここそ，ますます激化せざる
をえないのである。大企業の計画化は市場を止揚するどころか，市場からの自
己防衛のためますます計画化をおしすすめ，そしていっそう競争の泥沼に落ち
込んでゆくことであろう。私的計画化と競争市場との連鎖を断ち切ることは，
私的企業制度のもとでは不可能なことである。
?
以上，ポラニイとガルプレイスの議論をみてきたが，同じ市場と計画の問題
をとりあ・つかっていながら，その両者はきわめて対照的である。ポラニイは計
画の危険をとき，ガルプレイスは市場の危険をとく。前者は市場の優位をと
き，後者は計画の優位をとく。同じ現代の資本主義をその対象としながらもか
ように対照的な結論を導き出しているのは，いうまでもなく，基本的にはとも
6)正村公宏，前掲書， 142ペー ジ
7) Samuel Brittan, Governm訊 tand the Market Economy, p. 5 
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に現代経済の一面を強調し，それを一般化することによるのである。ポラニイ
は市場機構が健在であり，その自動調節力にいささかの衰えもみせていないこ
とを，そしてガルブレイスは市場はもはや何の役にも立たず，その機能は失わ
れてしまったことを強調する。
だが，問題の出し方はこうであろう。市場と計画は本来対立的な概念である
が，しかし社会主義においては計画の中に市場をいかにとり入れてゆくか，ぁ
るいは資本主義にあっては市場の中にいかに計画をとり入れてゆくか，が現実
の問題として提起されているのであり，市場か計画かという二者選ー的選択の
問題ではない。現在の両体制はともにこの問題をめぐって模索状態にあるとい
えるであろう。ポラニイのように計画化に対し，市場機構より以上の資源配分
に関する合理的基準を求めることは，計画化するな，というに等しい。もとも
と，資本主義を前提とする計画化は，市場機構に代わるものとして提起される
ものではなく，公共部門をはじめとし，政府の直接間接に作用しうる範囲内で
の計画化を意味するものであり，いわば市場機構を補完するものとしてあらわ
れる。その意味で「指示的計画」なのである。 したがって， ポラニイのいう
ように決して，計画化に対する不信と願望との間に位置するものではない。し
かし，市場機構そのものが及ばない範囲が拡大しつつある今日，計画化の領域
もますます拡大されてゆくことは間違いない。一方ガルプレイスの新産業国家
のように，大企業体制による計画化が社会全体を計画化してしまっているとし
ても，いぜんとして，審美的目標に対する国家の政策が要求されている。した
がって，そこには大企業体制の計画とは異なった社会的目標のための計画が必
要とされる，とともに，国家はそれの実施のために，前者の計画そのものに介
入しなければならないであろう。しかも，このテクノストラクチュアの共鳴な
き計画化の領域はますます拡大せざるをえないであろう。
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